
 

出雲市におけるケアマネジメントに関する基本方針 
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令和 3年 3月16日改訂 

                             令和 6年 3月25日改訂 

 

本市が令和６年３月に策定した「第９期出雲市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」

では、「住み慣れた地域で支えあい、自分らしく安心して暮らし続けられる地域社会の

実現」を目標に、地域包括ケアシステムのさらなる推進や地域共生社会の実現に向けた

施策を推進していくこととしています。 

介護支援専門員のみなさまは、高齢者の自立支援・重度化防止を図り、医療・介護の

連携を推進していくうえで、要の存在であり、本計画の実現のためにも大きな役割を担

っていただいています。 

本市では、介護支援専門員のみなさまが、質の高いケアマネジメントを実現するため

の支援として、「ケアマネジメントに関する基本方針」を定めています。 

 

 

 

１ 指定介護予防支援に関する基本方針について 

指定介護予防支援に関する基本方針は、「出雲市指定介護予防支援等の事業の人員

及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準等を定める条例（平成27年出雲市条例第36号）」の第３条、第３２条及び

第３３条に定めています。 

 

(基本方針) 

第3条 指定介護予防支援の事業は、その利用者が可能な限りその居宅において、自立

した日常生活を営むことのできるように配慮して行われるものでなければならない。 

2 指定介護予防支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じ

て、利用者の選択に基づき、利用者の自立に向けて設定された目標を達成するために、

適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、当該目標を踏まえ、多様な事業者から、

総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われるものでなければならない。 

3 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供に当たっては、利用者の意思

及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指定介護予防サ

ービス等(法第8条の2第16項に規定する指定介護予防サービス等をいう。以下同じ。)

が特定の種類又は特定の介護予防サービス事業者若しくは地域密着型介護予防サー

ビス事業者(以下「介護予防サービス事業者等」という。)に不当に偏することのない

よう、公正中立に行わなければならない。 

4 指定介護予防支援事業者は、事業の運営に当たっては、市、地域包括支援センター(法

第115条の46第1項に規定する地域包括支援センターをいう。以下同じ。)、老人福祉

法(昭和38年法律第133号)第20条の7の2に規定する老人介護支援センター、指定居宅

介護支援事業者(法第46条第1項に規定する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同

じ。)、他の指定介護予防支援事業者、介護保険施設、障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律(平成17年法律第123号)第51条の17第1項第1号に規

定する指定特定相談支援事業者、住民による自発的な活動によるサービスを含めた地

域における様々な取組を行う者等との連携に努めなければならない。 

 



 

5 指定介護予防支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体

制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなけれ

ばならない。 

6 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援を提供するに当たっては、法第118

条の2第1項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効

に行うよう努めなければならない。 

(指定介護予防支援の基本取扱方針) 

第32条 

 

(指定介護予防支援の具体的取扱方針) 

第33条 

 

 

２ 指定居宅介護支援に関する基本方針について 

指定居宅介護支援に関する基本方針は、「出雲市指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準を定める条例（平成30年出雲市条例第24号）」の第３条、第 

１４条及び第１５条に定めています。 

 

(基本方針) 

第3条 指定居宅介護支援の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者

が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと

ができるように配慮して行われるものでなければならない。 

2 指定居宅介護支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じ

て、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事

業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われるものでなければなら

ない。 

3 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用者の意思

及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指定居宅サービ

ス等(法第8条第24項に規定する指定居宅サービス等をいう。以下同じ。)が特定の種

類又は特定の指定居宅サービス事業者(法第41条第1項に規定する指定居宅サービス

事業者をいう。以下同じ。)等に不当に偏することのないよう、公正中立に行われな

ければならない。 

4 指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、市、法第115条の46第1項に

規定する地域包括支援センター（以下「地域包括支援センター」という。）、老人福

祉法(昭和38年法律第133号)第20条の7の2に規定する老人介護支援センター、他の指

定居宅介護支援事業者、指定介護予防支援事業者(法第58条第1項に規定する指定介護

予防支援事業者をいう。以下同じ。)、介護保険施設、障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律(平成17年法律第123号)第51条の17第1項第1号に規

定する指定特定相談支援事業者等との連携に努めなければならない。 

5 指定居宅介護支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体

制の整備を行うとともに、その従事者に対し、研修を実施する等の措置を講じなけれ

ばならない。 

6 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を提供するに当たっては、法第118

条の2第1項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効

に行うよう努めなければならない。 



 

 

(指定居宅介護支援の基本取扱方針) 

第14条 

 

(指定居宅介護支援の具体的取扱方針) 

第15条 

 

 

 

３ ケアマネジメントの質の向上に向けた支援 

（１） 第９期出雲市高齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定 

介護予防・生活支援・医療と介護の連携等、地域包括ケアシステムの推進に取

組む方策等を第４～６章に記載しています。 

 

第４章 地域包括ケアを支える機能の強化 

１ 地域包括ケアシステムの更なる深化 

２ 地域ケア会議の推進 

３ 高齢者あんしん支援センターの機能強化 

第５章 健康寿命の延伸・生きがいづくりの推進 

１ 健康づくり・介護予防の推進 

２ 在宅生活を支えるサービスの充実 

３ 高齢者の社会参加と生きがいづくり 

第６章 安⼼して暮らせるまちづくり 

１ 在宅医療・介護の連携 

２ 認知症ケアの推進 

３ 高齢者の権利擁護 

４ 安心できる住まい 

 

（２） ケアマネマニュアル～出雲市版～ 

出雲地域介護支援専門員協会、高齢者あんしん支援センター、出雲市が共同で

制作しています。 

このケアマネマニュアルには、介護予防ケアマネジメントの詳細や多職種との

連携等についても記載しています。 

 

12 介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業） 

13 出雲市の認知症ケア 

14 高齢者あんしん支援センターの役割 

 

このマニュアルは、市ホームページに掲載しています。 

      出雲市トップページ＞事業者の方＞保健衛生・福祉＞ 

介護保険＞ケアマネマニュアル（出雲市版） 



 

（３） ケアプラン点検 

ケアプラン点検は、ケアプランがケアマネジメントのプロセスを踏まえ「自立

支援」に資する適切なケアプランとなっているかについて、基本となる事項を介

護支援専門員とともに検証確認しながら、介護支援専門員の「気づき」を促すと

ともに「自立支援に資するケアマネジメント」とは何かを追求し、その普遍化を

図り健全なる給付の実施を支援するために行うものです。 

出雲市では、居宅介護支援事業所の介護支援専門員から事前に提出された「居

宅サービス計画書」等を基に、ケアプラン点検を実施しています。 

 

（４） 居宅介護支援における特定事業所加算 

    特定事業所加算の制度は、中重度者や支援困難ケースへの積極的な対応や、専

門性の高い人材の確保、医療・介護連携への積極的な取組等を総合的に実施する

ことにより質の高いケアマネジメントを実施している事業所を評価し、地域にお

ける居宅介護支援事業所のケアマネジメントの質の向上に資することを目的と

しています。 

 

（５） サービスの質の向上を図る指導 

    利用者の自立支援と尊厳の保持を念頭に、制度管理の適正化とより良いケアの

実現に向け、サービスの質の確保・向上を図ることを目的とした指導として、「集

団指導」と「運営指導」を行っています。 

 

ア 集団指導 

     介護保険事業者が適切なサービスを提供するために遵守すべき運営基準や

報酬請求に関する事項、留意点等を伝達します。 

 

イ 運営指導 

 指定期間内に１回以上、事業所を訪問し、事前に提供された自己点検シート

を基に書類確認とヒアリングによる運営指導と報酬請求指導を行います。 


